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研究成果の概要（和文）：教員養成学部ならびに教育学研究科の授業において、学生に教材開発力を育成する
PBL教育モデルを開発した。電子黒板とタブレットを活用したKJ法およびマインドマップ・コンセプトマップに
より、教科横断的な教材開発を支援するものである。専用のmoodleサーバーを立ち上げ、それらを共有する教材
開発支援システムを構築した。
開発したPBL教育モデルを用いて、技術科教員養成の授業および大学院教育学研究科の授業を実践し、その有効
性を検証した。
奈良女子大学での総合的な学習の実践や、シンガポールにおけるSTEAM教育など、国内外の優れた先進事例を調
査し、開発したモデルの改善を図った。

研究成果の概要（英文）：The faculty developing teaching materials for teachers is expected to 
contribute to the variable needs of technology education. However, they have had limited experience 
in learning to develop teaching materials in technology education training. In this study, we 
propose an educational program modelled on project-based learning (PBL) to develop new teaching 
materials for technology education students using the KJ method, mind mapping, and the 
plan-do-check-act (PDCA) cycle. We have used our model in metal working classes of a graduate school
 and examined the program's effectiveness through qualitative analysis of reports by students.

研究分野： 機械工学、技術教育

キーワード： 教材開発支援システム　PBL教育　BS法　KJ法　マインドマップ　コンセプトマップ
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研究成果の学術的意義や社会的意義
教科横断的な教育内容を含む教材開発においては、教師自らが教材を開発する力量を養成する必要があり、その
ための教材開発支援システムを開発した。これにより、教育現場の状況を把握した教員が、変化する時代に応じ
た教材を開発できるようになることが期待される。また、ネットワークで繋ぐ教材開発支援システムを構築する
ことで、複数の教員が協働で教材を開発する具体的な手段を提供することができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 近年、我が国の経済構造が変化し、国際的な価格競争や技術流出の問題等により、日本の製造
業全体の衰退が進行している。また、ICT 技術の発展や機器の普及、インターネットに代表され
る新たな情報サービスの展開により、ヒトとモノとの関わり方が大きく変化している。それに伴
って、ヒトとモノとの関係を直接的に扱う技術教育の意義も変化してきている。学習指導要領に
おいても、かつては中学校技術・家庭科技術分野の目標が「進んで工夫し創造する能力と実践的
な態度を養う。」となっていたものが、現行指導要領では「技術を適切に評価し活用する能力と
態度を育てる。」に改正された。すなわち、日常生活においてものづくりを行う場面が減ってお
り、技術を利用する消費者としての視点から評価・活用する能力の育成を重視するようになって
きたものと考える。 
このように、時代とともに移り変わる技術に対する認識やモノとの関わりに応じて、技術教育

が担うべき役割も変化するため、そのニーズに対応した新たな教材が求められている。さらには、
現在学習指導要領の改訂が進められているが、現行の指導要領においては、技術分野の必修内容
（Ａ材料と加工に関する技術、Ｂエネルギー変換に関する技術、Ｃ生物育成に関する技術、Ｄ情
報に関する技術）と教員免許法における必修科目（木材加工、金属加工、機械、電気、栽培、情
報とコンピュータ）との間に不整合があり、教員養成学部において履修する教科専門科目は、現
場での実践内容と一致していないという問題がある。したがって、学校現場で実践される授業内
容に合致する新たな教材を開発することも求められている。すなわち技術教育を担う教員には、
そのような新たな教材を開発する能力が期待されているのである。しかし一方で、少子化による
学校規模の縮小や、技術の授業時数が週１時間足らずという削減されたままの状況では、各学校
に技術担当教員を複数配置することが困難となり、教員間での教科指導に関する研修の機会が
得にくい状況である。さらに、ほとんどの都道府県に教職大学院が設置されたことで、教科専門
に関わる研究を指導する従来の大学院が縮小され、教科専門の力量を磨く機会も減っている。 
このような背景から、技術の教員養成においては、教材研究に必要な力量だけでなく自ら教材

を開発するための能力を育成することが重要であると考える。これまで、教科教育の授業では与
えられた教材をいかに教授するか、すなわち「どう教えるか」について指導され、教科専門の授
業においてはそれぞれの専門科目の基礎的な知識・技能を伝える、いわゆる「何を教えるか」に
重きが置かれてきた。そのため、それら知識・技能を活用して単元毎の教材を提案・開発する部
分については、学生・教員個人に委ねられてきたのではないだろうか。技術教育において教材開
発力を養成するための教育研究はあまり見受けられない。 
 また、日本では技術教育は中学校でしか実施されていないのに対して、海外の多くの国々にお
いては、小学校から高等学校の 12 年間技術教育が実施されている。日本では小学校の図画工作
で取り扱う内容は美術的な要素が強く、意匠デザイン＋造形が中心となっており、強度や機構に
関わる構造設計や動力・制御に関連する内容がほとんど扱われていない。しかしシンガポール等
海外の国々においてはデザイン教育が実施され、意匠デザインから設計・製作を一連の内容とし
て取り扱われている。このような総合的なものづくり教育の現状を調査し、我が国の教育研究に
応用することも重要であると考える。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、教員養成学部ならびに教育学研究科の授業において、学生に教材開発力を育成す
る PBL 教育モデルを開発し、それらを共有する教材開発支援システムを構築することを目的と
する。そのために、STEAM 教育など教科横断的な教育で先行するニュージーランドの実態を調
査し、PBL 教育モデルの開発に応用する。この PBL 教育モデルを用いて開発された教材を、学
校現場からでも活用可能となるように、専用の e-learning system（moodle）サーバーを立ち上
げ、現職教員と大学を結ぶ教材開発支援システムを構築する。大学卒業生を中心とする現職教員
と学生・院生が協働して教材開発を進める教材開発プロジェクトを実施し、システムの有効性を
検討し改善を図る。最後に、理数系教員（Core Science Teacher：CST）養成事業や教員免許状
更新講習等において、開発した PBL 教育モデルならびに教材開発支援システムを導入すること
で、本研究の有効性を検証することを目標とする。 
 
３．研究の方法 
 技術分野の学生教員に新たな教材を開発する力量を養成するための、電子黒板とタブレット
を活用した KJ 法およびマインドマップ・コンセプトマップによる教材開発 PBL 教育モデルを
開発する。また、デザイン教育の先進地であるニュージーランドでの調査を行い、教育モデルの
改善を図る。この PBL 教育モデル用いた演習を学部並びに大学院の授業において実践しその有
効性を検討する。これを学校現場からも活用できる教材開発システムとして構築するために、専
用の moodle サーバーを立ち上げ、学校現場と大学を結ぶ教材開発プロジェクトを実施し、シス
テムの評価・改善を行う。免許更新講習や CST 事業などの教員研修において、構築したシステ
ムによる実践を行い、本研究の有効性を評価・検証する。 
教材開発 PBL 教育モデルでは、KJ 法による単元に関連する事象の想起・分類・整理を行い

テーマを抽出する。それを基にマインドマップによる演繹的手法による題材の発想、コンセプト
マップによる教材の構築を行う方法を採る。KJ 法やマインドマッピングには、付箋やホワイト
ボード等を用いる手法が一般的であるが、プレゼンテーションソフト等に付随する作図機能を



利用して行う方法を開発する。学校現場でも普及している電子黒板を利用し、複数人がキーワー
ドを記入したテキストフレームを自由に移動することで分類・整理し、得られたテキストデータ
を基に具体的なテーマを抽出する。コンセプトマッピングにもプレゼンテーションソフトのフ
レームワーク機能を利用する方法をとる。これらのデータ入力には複数人がリアルタイムで参
加することが出来るようにタブレットを活用するシステムを開発する。得られた題材に関して、
関連するキーワードを基に先行研究調査を実施する。これには、大学の提供する電子ジャーナル
サービスを活用する。また、教材開発専用の moodle サーバーを立ち上げ、教材開発に関わる全
員でデータを共有できる教材開発支援システムを構築する。 
開発した PBL 教育モデルおよび教材開発支援システムを用いて、教育学部の「機械工学実験

実習」や教育学研究科の「機械工学特論演習」等で実践を行い、その有効性を検討する。 
中学校技術分野の「Ａ材料と加工に関する技術」など複合領域に跨る教材の開発には、探究学

習で先行するニュージーランドの学校を調査する。また、教材の構造解析や最適設計など、先端
的な工学的手法を利用する部分については、既に開発した有限要素法解析システムを発展させ
ることを目的に、北海道科学大学の関連研究者の専門的知識の提供を受ける。 
 開発した PBL 教材を用いて、技術科教員養成授業や大学院の授業において教材開発実習を実
践するとともに、現職教員の研修の機会を利用して協働で教材開発プロジェクトを実施する。現
職教員を含み入れた研究プロジェクトの場合、勤務時間の調整が困難であるため、moodle を介
した情報の伝達が有効である。プロジェクトでは、学校現場での研修においても実践可能なよう
に、ノートパソコンとタブレットパソコン、プロジェクタをモバイルルーターで大学の教材開発
支援システムと結ぶ、移動可能なパッケージを準備する。 
さらに、理数系教員（Core Science Teacher：CST）養成事業や教員免許状更新講習等におい

て、本教育モデルならびに教材開発支援システムを利用した教材開発演習を実践し、その有効性
を検証する。開発した教材開発支援システムは、研究終了後も運用を続け、教員研修機能の一部
として活用する予定である。 
 
４．研究成果 
本研究内容は、先行的に行った愛知教育大学大学院の

集中講義「金属加工技術特論」での実践を基に発展させ
たものであり、その成果は、日本産業技術教育学会にお
いて発表した。 
開発したシステムを利用して、学部授業「機械工学実

験実習」「教職実践演習」および大学院授業「機械工学
特論Ⅱ」「機械工学特論演習Ⅰ」において試行的な実践
を行った。「機械工学実験実習」および「教職実践演習」
では、製作教材の題材設定のためのブレインストーミン
グ・KJ 法に、①付箋と模造紙、②電子黒板、③タブレ
ットパソコンをそれぞれ用いたグループによる比較を
行った。その結果、タブレットパソコンを利用したシス
テムでは、遠隔地から同一システム内で教材開発プロジ
ェクトの実践が可能であることが明らかとなった。さら
に、紙媒体や電子黒板を利用した手法に置いても、他者
との意見交換を行うことが教材開発において有効であることがわかった。この研究成果の一部
は、日本機械学会 Dynamics and Design Conference 2017 で「技術科教員養成における教材開
発支援システムの開発」と題して発表し、工業教育・工学教育の関連研究者から評価を得た。一
部研究者から要請を受け、工学教育における教材開発実践に関するコメントを求められ、実践現
場に赴いて、意見交換を行った。 
また、「機械工学特論Ⅱ」および「機械工学特論演習Ⅰ」では、木材加工のためのスマホ用ス

ピーカー教材の開発実践を行った。得られた研究成果は、三重大学教育学部研究紀要に発表した。 
提案した教材開発プログラムの一部を、学部授業「機械工学概論」および大学院授業「理数・

生活系教育特論Ⅱ」に導入した。「機械工学概論」では、機械工学に関する企画提案プロジェク
トのテーマ設定を KJ 法を用いて行い、プロジェクト推進にコンセプトマップを活用すること
で、プロジェクトの構成要素の検討や役割分担が明確化するなどの成果が得られた。「理数・生
活系教育特論Ⅱ」では、環境問題をテーマとした教材開発実践を行った。環境という幅広く展開
が可能なテーマから、具体的な教材に的を絞り込むことが可能であることが明らかとなった。 
また、小学校における総合的な学習の時間の教材開発に関して、奈良女子大学附属小学校の杉

澤学氏の実践を参与観察し、インタビューによる調査を行った。その成果を日本感性工学会第 14
回春季大会で発表した。 
海外の教材開発力養成や教材コンテンツ事情を調べるために、ニュージーランドのオークラ

ンド大学教育学部の調査を行った。 

テーマの探索 1 • [ 題材の決定
(KJ法） （マインドマップ等）

（教育内容、教科内容）
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